
様式第１（第５条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１．補助事業の名称
　　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２．補助事業の目的及び内容
　　　別紙１　実施計画書のとおり
３．補助金交付申請額
　　　金　　　　　　　円（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　円）
４．補助事業に要する経費及び補助金の配分額
　　　別紙２　経費内訳のとおり
５．補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　交付決定の日　～　平成　　年　　月　　日
６．その他参考資料
（注１）この申請書には、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）及び定款又は寄附行為を添付すること。
（注２）その他参考資料については、添付する書類を記載する（仕様書（位置図、図面、工程表等を含む）、見積書、各種計算書、事業が位置づけられた計画等）。その他参考資料を添付する場合は、どの項目の参考資料かがわかるよう、資料番号等を付して明示する。
別紙１
地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業

実施計画書（１／２）
	代表事業者
	事業実施責任者

	
	氏名
	事業者名・部局・役職名
	事業者所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	経理責任者

	
	氏名
	事業者名・部局・役職名
	事業者所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	代表事業者の主な業務内容
	

	

	共同事業者
	事業者・組織等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	所属部局・役職名
	電話番号・FAX番号
	E-mailアドレス

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	共同事業者の主な業務内容
	

	

	事業の概要
	※事業の概要は次ページ以降の内容の概略を記載する（概ね300字程度）。


別紙１
地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業

実施計画書（２／２）
	事業名
	※応募内容に鑑み適切な名称を付す。

	事業目的
	※事業目的、背景等の詳細を記載する。

	事業内容

	
	(1)自立分散型エネルギーシステムの導入に関する事項
	※自立分散型エネルギーシステムの導入に関する詳細な説明、技術的な特徴、仕様、規模、数量などを記載する。

	
	(2)地域の防災性向上に関する事項
	※地域防災計画が定められている場合には、当該計画との関係など、本事業を実施することによる地域の防災性の向上に関する事項について記載する。

	
	(3)エネルギー起源二酸化炭素の削減に関する事項
	※事業実施前の状態から、事業を実施することによるエネルギー起源二酸化炭素の削減量（t-CO2/年）、削減率等を記載する。

※導入する設備ごとに記載し（一体不可分であればまとめてもよい）、必ず算出根拠を明示する。推計値を用いる場合は、どのような仮定に基づき設定した値なのかを明確にする。

※参考情報として、本事業で導入した設備の耐用年数を考慮した削減量も記載する。
※産学官の連携状況／連携体制、先進的・特徴的と考える取組を記載する。
（地方公共団体との連携に関しては、（注）参照。）


	
	(4)供給エネルギーの使途に関する事項
	※事業の実施により導入された再生可能エネルギーシステムによるエネルギーの供給先等、エネルギーの使途について記載する。

	事業の効果の検証方法
	※事業の実施による効果の検証方法等について記載する。

	実施体制
	※事業の実施体制、役割分担を記載する。

	事業実施スケジュール
	※事業の実施スケジュールを記載する。事業期間が複数年度に亘る場合には、全工程を含めた実施スケジュールとし、事業内容と照らし合わせ、何をどこまで実施するのかが明らかに分かるように記載する。また、後年度負担額も参考記載する。

	費用対効果
	※事業内容(3)で算出した耐用年数を考慮した削減量をもとに、二酸化炭素削減量１トンあたりの削減単価を記載する。

	事業実施に関連する事項

	
	(1)他の補助金との関係
	※他府省への補助金等への応募状況等を記載する。

	
	(2)許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項
	※補助事業遂行上、許認可、権利関係等関係者間の調整が必要となる事項について記載する。

	
	(3)設備の保守計画
	※導入した設備の保守計画を記載する。


（注１）各記載欄に字数制限はないので、適宜記載欄を加工して使用する。必要に応じ、別紙を添付して差し支えない。
（注２）事業実施に当たり、地方公共団体との連携体制を構築していることについて、当該地方公共団体担当部局が確認する旨の文書がある場合には、添付すること。
別紙２
地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業に
要する経費内訳
	所要経費
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額(1)－(2)
	(4)補助対象経費支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(5)基準額
	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額(7)×1/2

	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分
	金額
	積算内訳

	※別表第２の区分ごとに詳細を記載する。
	
	

	合計
	円
	

	購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が50万円以上のもの）

	名称
	仕様
	数量
	単価
	金額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


様式第２（第６条関係）
環政計発第　　　号
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付決定通知書
補助事業者　　　　　　　　　　殿　　
　平成　　年　　月　　日付け文書番号で交付申請のあった平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適化法」という。）第６条の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、同法第８条の規定により通知する。
　平成　　年　　月　　日
環境大臣　○○　○○　　　
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、平成　　年　　月　　日付け文書番号交付申請書のとおりである。
２　補助金の国庫補助基本額及び交付決定額は次のとおりである。
	国庫補助基本額
	金　　　　　　　　円

	交付決定額
	金　　　　　　　　円


　　ただし、事業の内容を変更する場合において、国庫補助基本額又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、平成　　年　　月　　日付け文書番号交付申請書記載のとおりである。
４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金はこの交付決定額を上限とする。

５　補助事業者は、適化法、同法施行令（昭和30年政令第255号）及び二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱（平成24年４月23日環政計発第120423001号）に従わなければならない。
６　この交付決定に対し不服があるときは、申請の取り下げをすることのできる期限は平成　　年　　月　　日とする。
７　補助事業における仕入に係る消費税等相当額については、交付要綱の定めるところにより、補助金の額の確定又は消費税の申告後において減額又は返還しなければならない。
様式第３（第９条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）変更交付申請書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第９条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の名称
　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２　国庫補助変更申請額
３　変更内容
４　変更理由
　　（注）具体的に記載する。
（注１）　２の金額欄の上段に（　）書きで当初交付決定額を記載する。
（注２）　添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、別紙２については、変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載すること。
様式第４（第10条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）計画変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）の計画を下記のとおり変更したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第10条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の名称
　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２　変更の内容
３　変更を必要とする理由
４　変更が補助事業に及ぼす影響
（注１）事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１に変更後の内容を記載して添付すること。
（注２）経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載して添付すること。
様式第５（第11条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）中止（廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）を下記のとおり中止（廃止）したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第11条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の名称
　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２　中止（廃止）を必要とする理由
３　中止（廃止）の期間
４　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響
５　中止（廃止）後の措置
（注1） 中止（廃止）までに実施した事業の内容を記載した書類及び様式第１の別紙２に中止（廃止）前の金額を上段に（　）書きし、中止（廃止）後の金額を下段に記載した書類を添付すること。
様式第６（第12条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）遅延報告書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）の遅延について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第12条の規定により下記のとおり指示を求めます。
記
１　補助事業の名称
　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２　遅延の原因及び内容
３　遅延に係る金額
４　遅延に対して採った措置
５　遅延が補助事業に及ぼす影響
６　補助事業の遂行及び完了の予定
（注１）事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付すること。
様式第７（第13条関係）
地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業報告書の作成例
	平成　　度地域の再生可能エネルギー等を活用した

自立分散型地域づくりモデル事業報告書
平成　年　月　日番号　　　　
補助事業者の氏名又は名称　　　　　　　
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２．事業の概要
３．事業による温室効果ガスの削減量
　【当該年度の温室効果ガスの削減量を、事業の種類ごとに算出する。】
４．温室効果ガスの削減量の算定根拠及び算定方法
５．当該事業による間接効果・影響
　
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント程度、フォントは自由とする。】
【ページ番号】


様式第８（第13条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）の遂行状況について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第13条の規定により下記のとおり報告します。
記
補助事業の名称：地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
	経費の区分
	計画額（円）
	実施額（円）
	遂行状況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第９（第15条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）実績報告書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）を完了（中止・廃止）しましたので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第15条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称
２　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　金　　　　　　　　円（平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号）
　　（うち消費税及び地方消費税相当額）
３　補助事業の実施状況
（１）補助事業の内容
（２）補助事業の効果
４　補助金の経費収支実績　　別紙のとおり
５　添付資料
（１）完成図書（各種手続等に係る書面の写しを含む。）
（２）写真（工程等が分かるもの）
（３）その他参考資料（領収書等を含む。）
（注）補助対象外経費が含まれる場合は、添付資料に補助対象経費が分かるよう明示すること（図面の対象経費部分を色づけする、請求明細に補助対象外経費を明記する等）。
別紙
地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業の
経費収支実績内訳
経費実績額
	(1)総事業費
	(2)寄付金その他の収入
	(3)差引額
(1)－(2)
	(4)補助対象経費実支出額
	(5)基準額

	円
	円
	円
	円
	円

	(6)選定額

(4)と(5)を比較して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額(3)と(6)を比較して少ない方の額
	(8)補助金所要額定額(7)×1/2
	(9)補助金交付決定額
	(10)過不足額
(9)-(8)

	円
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出額内訳

	経費区分
	金額
	積算内訳

	※別表第２の区分ごとに詳細を記載する。
	
	

	合計
	円
	

	購入した主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が50万円以上のもの）

	名称
	仕様
	数量
	単価
	金額
	購入時期

	
	
	
	
	
	


様式第10（第16条関係）
環政計発第　　号
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付額確定通知書
補助事業者　　殿　　　　　
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定をした二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）については、平成　　年　　月　　日付け文書番号事業実績報告書に基づき、下記のとおり確定したので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第16条第１項の規定により通知する。
記
	補助事業の名称
	地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業

	確定額
	金　　　　　　　　　円


平成　　年　　月　　日
環境大臣　○○　○○　　　　
様式第11（第17条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を
活用した自立分散型地域づくりモデル事業）概算（精算）払請求書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定（交付額確定）の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）概算払（精算払）を受けたいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第17条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記
１　補助事業の名称
　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２　請求金額
　　金　　　　　　　円
３　請求金額の内訳
（概算払の場合）






　　　　（単位：円）
	経費区分
	交付決定額①
	支出費用状況
	概算払
受領済額⑤
	差引請求額④－⑤

	
	
	実績額②
	見込額③
	合計
④＝②＋③
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（精算払の場合）


　　　



　 　（単位：円）
	交付決定額
	確定額①
	概算払受領済額②
	差引請求額①－②

	
	
	
	


４　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義
	金融機関名
	支店名
	預金種別
	口座番号
	口座名義（ふりがな）

	
	
	
	
	


５　概算払を必要とする理由（概算払の請求をする時に限る。）
様式第12（第19条関係）
取得財産等管理台帳（平成　　年度）
	財産名
（備品等名）
	規格
	数量
	単価（円）
	金額（円）
	取得年月日
	耐用年数
	設置又は保管場所

	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第19条第１項に規定する処分制限額以上の財産とする。
（注２）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（注３）取得年月日は、検収年月日を記載すること。
様式第13（第22条関係）
番号
平成　　年　　月　　日
環境大臣　殿
補助事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　
　　　　　　代表者の職・氏名　印　　　　　　
平成　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　平成　　年　　月　　日付け環政計発第　　号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）について、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業）交付要綱第22条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の名称
　　地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業
２　補助金額（交付要綱第16条第１項による額の確定額）
　　　金　　　　　　円
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　金　　　　　　円
（注）別紙として積算の内容を添付すること。
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